様式3-8 記載例
データ移行方針書
1. データ移行の基本方針
	項目
	内容

	基本方針
	現行システムから標準準拠システムへの移行にあたり、業務継続性、データ完全性、移行作業の確実性を最優先とする。移行対象、抽出条件、変換ルール、検証方法及び役割分担を明確化し、複数回の移行検証を通じて本番移行リスクを低減する。

	移行対象業務
	住民基本台帳、戸籍、戸籍の附票、印鑑登録、税務、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療、国民年金、障害者福祉、児童手当、児童扶養手当、子ども・子育て支援、就学、選挙人名簿管理、健康管理等、本業務対象19業務

	移行対象データ
	現行システムに保有する住民情報、資格情報、賦課・収納情報、給付情報、履歴情報、宛名情報、帳票出力に必要な情報、各種マスタ、コード、外字・文字関連情報等

	移行対象期間
	現行業務の継続、照会、証明、法定保存、統計、監査対応等に必要な期間を対象とする。具体的な対象期間は業務ごとに本市と協議の上、移行設計書に定める。

	移行回数
	サンプルデータによる事前検証、全件データによるテスト移行、本番移行リハーサル、本番移行を基本とする。健康管理システムの先行稼働又は過渡期対応が必要な場合は、別途必要な移行検証を実施する。

	本番移行方式
	現行システムから抽出されたデータを受領し、変換、チェック、補正、取込、件数確認、業務確認を実施する。本番移行時は移行手順書に基づき、作業時間、体制、切戻し手順、判定基準を明確にした上で実施する。

	移行判定の考え方
	件数一致、主要項目一致、文字変換結果、業務別確認結果、不整合対応状況、残課題の影響度を総合的に確認し、本市が本稼働可否を判断できるよう移行結果報告書を提出する。



2. 移行対象データ
	No
	業務
	移行対象データ
	移行範囲
	移行方式
	備考

	1
	住民基本台帳
	住民情報、世帯情報、異動履歴、住民票記載事項、宛名情報、証明発行関連情報等
	本市と協議の上、業務継続及び照会に必要な範囲
	現行システムから抽出されたCSV等を変換し、標準準拠システムへ取込
	外字・文字要件、宛名連携、証明発行への影響を重点確認

	2
	税務
	個人住民税、法人住民税、固定資産税、軽自動車税、収納、滞納、賦課履歴、納税義務者情報等
	現年度、過年度、照会・収納・証明に必要な範囲
	抽出データを業務別移行マッピングに基づき変換・取込
	年度更新、賦課、収納、証明、大量帳票への影響を確認

	3
	国民健康保険
	資格、賦課、収納、給付、所得情報、世帯情報、保険証・通知関連情報等
	資格管理、賦課、給付、収納及び照会に必要な範囲
	現行データを変換し、コード・資格履歴等の整合性を確認後取込
	後期高齢者医療、介護保険、所得連携との整合性に留意

	4
	介護保険
	被保険者情報、資格、認定、賦課、収納、給付、減免、通知関連情報等
	業務継続、照会、保険料算定及び関係機関連携に必要な範囲
	抽出データを変換し、認定履歴・賦課情報等を検証後取込
	国保連合会等との連携、所得連携を確認

	5
	福祉・子育て
	障害者福祉、児童手当、児童扶養手当、子ども・子育て支援、就学、健康管理等の資格、認定、支給、通知、履歴情報
	各制度の業務継続、支給、通知、統計、照会に必要な範囲
	業務別に移行仕様を整理し、変換、取込、業務確認を実施
	健康管理は令和10年4月先行稼働又は過渡期対応を考慮



3. 移行作業工程
	工程
	主な作業内容
	本市
	受託者
	現行システム事業者

	移行計画
	移行計画書作成、対象整理
	確認・承認
	主体
	協力

	データ抽出
	現行データ抽出
	調整・指示
	支援
	主体

	データ分析
	項目確認、コード確認、不整合確認
	確認
	主体
	協力

	変換設計
	移行マッピング、変換ルール作成
	確認
	主体
	協力

	テスト移行
	移行リハーサル、結果確認
	確認
	主体
	協力

	本番移行
	本番移行、稼働判定支援
	判断
	主体
	協力

	移行後確認
	件数確認、業務確認
	主体
	支援
	協力



4. 移行リハーサル計画
	回数
	実施時期
	対象範囲
	主な確認内容
	成果物

	1回目
	令和9年度末頃
	代表業務のサンプルデータ
	データ抽出形式、項目対応、文字変換、コード変換、取込可否の確認
	移行検証結果報告書、課題一覧、移行マッピング案

	2回目
	令和10年度夏頃
	対象19業務の全件データ
	件数確認、主要項目確認、不整合抽出、業務別確認、性能・処理時間確認
	全件テスト移行結果報告書、不整合一覧、対応方針

	3回目
	令和10年度秋から冬頃
	本番相当データ及び本番相当手順
	本番移行手順、作業時間、体制、切戻し手順、稼働判定資料の確認
	本番移行リハーサル結果報告書、本番移行手順書、稼働判定資料案



5. 移行時の課題・リスクと対応策
	No
	課題・リスク
	想定影響
	対応策
	本市への依頼事項

	1
	現行データの項目定義、コード体系、履歴保持方法が新システムと異なる
	変換ルールの複雑化、不整合発生、確認作業増加
	早期にデータレイアウト、コード表、業務ルールを確認し、移行マッピング及び変換ルールを整理する
	現行仕様、コード表、運用ルール、過去資料の提供

	2
	外字、異体字、文字同定結果の確認に時間を要する
	氏名、住所、証明書、通知書等で表示差異が発生する可能性
	文字要件対応計画を作成し、外字一覧、同定候補、変換テーブルを段階的に確認する
	業務主管課による文字確認、未同定文字の判断

	3
	本番移行時の作業時間が想定を超過する
	本稼働遅延、切戻し判断への影響
	リハーサルで処理時間を計測し、作業手順の並列化、事前準備、判定ポイントを明確化する
	本番移行時の業務停止可能時間、判定体制の確認

	4
	現行システム事業者との調整に時間を要する
	抽出仕様確定、データ提供時期、検証工程に影響
	早期に三者協議を設定し、抽出仕様、提供形式、役割分担、期限を明確化する
	現行事業者との調整窓口設定、協議参加

	5
	健康管理システムの先行稼働又は過渡期対応が必要となる
	先行移行、暫定運用、連携方式の追加検討が必要
	健康管理業務について個別移行計画を作成し、先行稼働可否、過渡期運用、連携方法を整理する
	業務継続に必要な最低要件、連携対象、運用条件の確認



6. 外字・文字要件対応
	項目
	内容

	現行外字調査方針
	現行システムで使用している外字、文字コード、過去の文字同定成果物、外字利用状況を調査し、業務別、使用頻度別、証明・通知等への影響別に整理する。

	文字同定支援方針
	行政事務標準文字、文字情報基盤等の国の方針を踏まえ、現行外字に対する同定候補を提示し、本市が判断できる比較資料を作成する。

	変換テーブル整備方針
	本市が確認した同定結果に基づき、現行文字から新システムで使用する文字への変換テーブルを作成し、移行テスト及び帳票確認において検証する。

	未同定文字の対応方針
	未同定文字については、業務影響、使用頻度、証明・通知への影響を整理し、代替文字、画像管理、備考管理等の対応方針を本市と協議する。

	業務主管課による確認方法
	外字一覧、同定候補一覧、帳票サンプル、画面表示例等を提示し、業務主管課が確認できる形で確認票を作成する。確認結果は課題管理表により管理する。



